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Ⅰ．監理委員会の役割  
■」 “ ふ．・■ゝ・∴．、事  

公共サービス改革法  

厳しい財政事情  経費の削減  

司  

民間の創意工夫の発揮  
社会の成熟と国民  

のニーズ変化  
公共サービスの質の  

維持向上  

「お役所仕事」から  

「国民本位の公共サー  

ビス」へ  

従来の実施方法にとら  

われない性能発注  

複数年契約（財政法の  

特例）  
硬直性（現状維持  

優先、各種制度）  
不要なサービスの廃止  

情報の開示（従来の実  

施方法、従来コスト）  民間事業者の参入促進  
行政の説明責任  

行政全般に対する国民  

の信頼回復   
広く国民一般からの意  

見聴取  

第三者委員会（官民競争入札等監理委員会）  

による透明性、中立性及び公正性の確保  



Ⅱ．3年間試行錯誤の中で積み重ねてきた実績（1）  
」＝ ナ【て這布1ニチエト⊥  

1．82事業を選定  

■ 施設管理、研修、公物管理、徴収、ハ0－ワーク、試験、統計、登記、刑事施設等の   
広範な分野で、今後の対象事業拡大に向けた先例となる選定実績。  

2．48事業について入札実施済み  

【経費削減効果（1年当たり）】  

従来の実施に  落札額   経費削減効果   

要した経費  

約210億円   約110億円   約100億円   

【定員の純減効果】  

府省名・事業名   官民競争入札等の実施に係る   

定員の純減数   

社会保険庁   

国民年金保険料収納事業   
約520人  

法務省   

登記簿等の公開に関する事務   
約330人  

賓料：総務省行政管理局「国の行政組織等の減量・効率化の推進について」  

に基づき内閣府作成  
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行錯誤の中で積み重ねてきた実績（2）  
峯 

Ⅱ．3年間  

3．参入促進と業務改善  

仕様発注から性能発注ヘ  

インセンティブ、ディスイン  
センティブの設定  

コスト情報の正確な把握と開示  

従来の実施方法の開示  

・企画提案の評価方法の適切な設定  

【民間事業者の創意工夫の例】  
「●‾■‾■‾■‾■‾■‾●‾●‾●‾●‾■－●－■‾●‾●‾■‾■‾●‾’‾t‾’‾■‾■‾■‾●‾－‾●‾■‾－‾■‾●‾■‾■‾●‾■‾●‾■‾■‾■‾■●■‾■‾■‾■‾●‾●‾■‾－‾■「  

徴収関連事業   
”佗よ。弾力的。対応。  

こ＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿，＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿‖＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿，J  

●‾  

海斎云高壷高遠義㌻  

t  

l  

l  

I  

l  

◇ 回収率向上のためWebを利用した曹御こよる回収を実施。  l  

◇ 調査票の受付・管理業務の効率化、入力業務の正確性の観点から、調査票の余白にl   
一連番号を示す／I■－コー〝を付与。  

l  

◇ プリーニダ′セ仇照会専用メールアドレスの設置により、調査客体の利便性の向上  
に寄与。  

■‾  

l  

I  
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◇ 描弄の提案（各種省エネ診断、熱源機器の運用改善、きめ細やかな空調管理   
等）。  

◇ エレベーターの保守管理や植栽管理に赤外鰯カメラを導入。  

■…－‾－‾●‾■‾■●－…－‾ 

スムーズに案内。   



Ⅱ．3年間試行錯誤の中で積み重ねてきた実績（3）  
■‾竺1昭礪議レ  

4．地方公共団体における市場化テストの広がり  

法律の特例の整備   
戸籍謄本の交付請求の受付など窓口6業務  

法令解釈の明確化   
民間委託できる業務・範囲の明確化（窓口業務、徴収業務 等）   

情報交換の場の設定  

■  

市場化テストを平成20年までに導入又は導入検討中の地方公共団体は137  ■  

民間提案型市場化テスト  

北海道（旅券業務）  

大阪府（職員研修、自動車税コールセンター、建設業許可申請   
の受付、税務、府営水道管理運営、府立図書館管理運営、監   
査、医薬品承認申請受付、居宅サービス事業者等指定申請受   
付、宅建業免許申請受付、府営住宅家賃催告・債権団収、労   

法に基づ＜市場化テスト  
北海道由仁町（窓口業務）  

長野県南牧村（窓口業務）  

官民競争型市場化テスト  

東京都（求職者向け公共職業訓練）  

愛知県（県職員研修、県旅券センター旅券申請窓口、   
高等技術専門校短期課程「OAビジネス科」）  

和歌山県（県庁管理運営）  

岡山県（職員公舎等管理）  

岩手県奥州市（水道止水栓開閉）  

岡山県倉敷市（車両維持管理）  

働大学講座）  

熊本県（NPO活動支援、給食委託、放置車両確認）  

市場化テストに関する条例・ガイドライン等の策定  
宮城県丸森町  

棄京都足立区  

神奈川県横浜市  

岐阜県多治見市  

静岡県浜松市  

岩手県  

大阪府大阪市  
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Ⅲ．3年間の取組から得られた課題と評価  
‥∴ ‘J． ．こ呈賢「r二ilニ   

′‾■‾－‾■■’‾■‾－‾‘－‾●‾■‾■‾●－●t■■‾●‾－‾■■－－一一t－－■‾■■－‘■－－■－●■■■■■－■・－・－■●－■  

（1）自発的取組の不在  
各府省自らが事業選定を行った事例は刑事施設の運営業  

各府省は受託者の創意工夫を引き出すよりも、これまでの  
実施方法をそのまま踏襲する仕様発注の方式を採る傾向。  

I 務等がある程度で極めて例外的。  
l  

（2）前例踏襲   
研修施設の運営業務  

・利用者満足度といったサービスの質の指標を設定していな  
いところが多い。  

証明書等の交付事務  

・季節的な業務量の変動に関する情報開示が不足。  

事業の実施方法を抜本的に改善（リエンジニアリング）  

しようとする意欲が低い。  

（3）行政の「見える化」の不足  

業務分析や  

コスト管理ができていない。  納者に対する納付の勧壁葉巻  

・電話等による督励を追加的にどれだけ行えば、どれだけの  
追加的な納付につながるのかといった分析が不足。  

統計調査  

・はがきや封書、電話による督促がどれだけの回収率の向上  
に貢献するのかといった寄与度の把握や分析が不足。  

（4）関連団体への有利な扱い  
＼．＿．＿．＿．＿．＿、＿、＿．＿、■．＿、＿．＿．＿．＿、＿．＿、＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿．＿  

まユ  
′■‾－‾■■■‾‥‾■‾■■●‾■‾●‾●‾－‾●‾‾－‾●‾‾■‾■‾●－‾■■■■’‾－‾－－■‾●‾－■■■■●■－・－●■●－  

① 低調な事業選定件数 ② 規模の小さな事業が多い  ③ 実質的競争性の確保と  
1  

1 国の行政機関及び99独  
l 法等から82事業の選定  
l にとどまる。  
I  

し．＿．＿．＿．＿．＿．＿，＿．＿．＿．＿．＿．－．＿  

従来の   

実施経費  1億円未満  1億円以上  10億円以上     10億円未満   
事業数※   43   14   2   

民間事業者による創意 ；  
工夫の発揮に障害  l  

l  

l  

※これまでに実施要項が了承された対象事業  
－・－・－・－・－・－・－・－・－．＿．＿．二言．＿，＿．．．＿．＿．＿．．．．．＿．＿．＿．●．＿．＿．＿．＿‥＿．＿．＿．＿．．＿．＿．＿．＿．＿．＿．．．．＿．．＿．ノ  

よ1  
国民目線で見たときの公共サービスの硬直性・不便性  
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Ⅳ．分野横断的提言  
鞠 

■ 国民の視点に立った公共サービスの質の向上、効率化という課題は、国、地方を問わ   
ずいかなる行政機関においても、また、いかなる時代においても重要なテーマ。  

提言1．政治レベルでの方向性の提示  

提言2．監理委員会と各府省の公共サービス改革への取組強化  

【各府省の策定する見直し案の内容（案）】  
◇ 各府省自らが業務を見直すという基本理念に立   

ち返り、各府省の側での自己点検をいかに促す   
かがカギとなる。   

◇ 各府省は、公共サービスに関する見直し案を策   
定することとし、監理委員会がその内容を各府   
省のトップレベルより聴取し、評価・公表する。   

◇ 見直し案が不十分である場合、勧告の発動など   
監理委員会に付与されたあらゆる権限を行使し、   
各府省の取組を促す。   

（D 当該公共サービスの日的  

② 業務量・公共サービスの質の推移  
③ 資源配分の推移  

④ 外部資源の活用状況  

⑤ 当該公共サービスの見直し方針の有無  

⑥ 見直すに当たって民間事業者からの提   

案、創意工夫に期待できる事項  
⑦ 見直しにより期待される効果  

⑧ 官民競争入札等の活用に関する方針  

提言3．公共サービス改革法のプロセスの活用  

提言4．国王引こ向けた広報、意見提出を促進する取組を強化  

提言5．幹部・職員の意識改革  
6   



陛 



「公共サービス改革報告書（2006年～2009年）」よ‘り抜粋  

筆2節 統計頭重   

1．官民競争入札等により得られた成果と課題   

＜成果＞   

統計調査分野においては、これまでに8府省の15調査が官民競争入札等対象事業  

として選定され、統計調査を所管する主要府省すべてにおいて官民競争入札等が実施  

されることになった。また、監理委員会が事業選定の検討の過程で行った民間事業者  

へのヒアリング等は、民間事業者側の積極的な取組の促進にも寄与したものと考えら  

れる。   

官民競争入札等対象事業の実施要項の審議においては、入札や委託に係る事項につ  

いて共通化を進めるとともに、これまで府省間で差があった委託の内容等についての  

情報の共有も図られてきた。また、民間委託の業務内容を検討するに際して、従来の  

実施方法の見直しが同時に行われだ例※もある。   
淡ある事業所対象の調苦では、回収率向上の事韓として、従来は冥施レていなかった甑奮不能サンプルの代替  

補充がで苦るように実施方法を改善した。   

官民競争入札等対象事業の実績については、これまでに入札済みとなっている8事  

業において、従来の実方割こ要していた経費総額が1年当たり約3．4億円であったもの  

力て、同約2．4億円と、綬章削減効棄を発揮している。また、入札時に提出された企画  

書において、督促、回収等に創意工夫の提案がされたものもみられる。   

＜課題＞   

一万で、統計調査分野における課題として、国直轄で実施している調査はもともと  

規模が小さいものが多いため、官民競争入札等に選定された事業も小規模なものが多  

い。また、相対的に規模が大きく、地方公共団体に事務を委託（法定受託事務）して  

いる調査においては、地方公共団体が当該事務の民間開放をできるように5調査につ  

いて環境整備（政省令の改正等）に取り組んできたものの、実際に委託が実施された  

のは1調査（1市）にとどまっていることが挙げられる。   

官民競争入札等対象事業については、実施夢項において質の設定やインセンティ  

プ・ディスインセンチイブの設定等に課題はあるが、いずれにしても、官民帝争入札  
等対象事業は現在実施中のものがほとんどであり、今後、質の達成等を十分に検証す  

ることによって、より確かな取組を推進してい＜ことが可能であると考えられる。  
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2．官民のアウトリーシンクの現状等  

統計調査分野においては、各府省は「園の行政組織等の減量、効率化等に関する基  

本的計画」（平成11年4月27日閣議決定）に基づき、民間委託の推進に取り組ん  
できており、全府省の統計調査において何らかの形で民間委託が行われているのは7  

割に達している。tただし、以下に示すように、業務の種類によって民間委託の進み具  

合には善が出ている。   

＜民間委託の現状＞  

全体   実地調査  内容検査  データ入力  統計表作成   

統計調査件数   436   428   426   426   426   
民間書き毛の件数   311   153   137   264   220   
民間委託の割合  71、3％   35．7％   32．2％   62．0％   51．6％  
艶平成19年鹿茸現在の状況．平成20年8月「国の行政組織専の減t、効率化琴に関する姐水飴計画（統計調査関連事  

項）推進協議会とりまとめ」から抜粋．なお、府省共皆の紺杏等があるため、r全体」と内訳の「統計調査伴野」力L  
難していない。  

次に、統計調査の棄査（調査票の酉己布・回収、督促、照会対応等）における包括的  
な民間委託についてみると、以下に示すように、包括的な民間委託もある程度は行わ  

れており、このうち調査方法が郵送調査で、調査対象が事業所である統計調査におい  

て、包括的な民間委託の実施比率が比較的高＜なっている。 

＜包括的畠闇雲託の現状＞  

指定統計・承認統計  うち包括的民間委託を実施しているもの   

全体  244   77（31．6％）  
うち郵送調査  169   65（38．5％）  

うち事業所対象   147   63（42．9％）  
※現時点の各府翁の公衣誇料を参照し、5年以内の馬脚で隙紘的に実施されているとみられる掬否を、内閣府において整理。  

民間事業者の現状については、監理委員会における民間事業者からのヒアリング等  

によると、郵送調査、インターネット調査、モニター調套、調査員調査などの多様な  

調査方法に民間事業者は対応し、特に郵送調査は大手事業者であれば数万以上の調査  

客体でも対応可能となっている。なお、民間事業者が受注してい尋民間からの事業は、  

インターネット調査、モニター調査が増加する一方、調査員調査は減少傾向にある。  

また、事業者の拠点は都市部に集中し、地方では調査員の確保が圏難なところもみら  

れる。   
このほか、最近の注目すべき動きとしては、民間事業者の業界団体である「日本マ  

ーケテイング・リサーチ協会」力＼統計調査の民間活用に対応する「公的統計基盤整  

備委員会」を平成20年度に設置し、国の事業の受託促進に取り組んでいる。また、  

民間調査会社と大事運送会社の共同企業体（JV）が国の新規の大規模統計調査を受  

注して平成20年7月から事業を開始するなど、これまでにない新たな取組が出てき  

ている。  
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3．統計調査分野における民間委託と官民競争入札等   

＜統計調査分野における民間委託の推進＞   

上記でも述べたように、統計調査分野においては、各府省において、既に多＜の民  

間委託が行われており、引き続き業務の効率化に資する民間委託を推進することとさ  

れてい尋。平成21年3月13日に閣議決定された「公的統計の整備に関する基本的  
な計画」においても「近年の厳しい財政状況の下で、新たな統計作成のニーズに的確  

に対応してい＜ためには、これまで以上に積極的かつ効果的に民間事業者を活用する  

ことが必要である」とされている。   

＜統計調査分野における官民競争入札等の効果＞   

これまでの統計調査分野における官民競争入札等の取細を踏まえると、統計調査分  

野においては、官民競争入札等には以下のことが期待できると考えられる。   

①第三者機関の関与により、透明町中立性、公正性が確保される。  

②従来の業務の実施状況を整理することにより、業務改革（リエンジニアリング）  

が促進される。  

③適切な目標設定、業務実施プロセスの管理により、統計の質の向上が図られる。  

④従来の実施状況に関する情報が開示されることで競争が促進されるほか、包括  

的な委託、複数年の契約により、コストの削減が図られる。   

また、各府省が官民競争入札等を実施することによって、これまで府省間で差があ  

った民間委託の内容等についての情報共有が図られるという効果もある。   

4．提言  

以上を踏まえ、統計調査分野においては、以下について提言する。   

・民間事業者の創意工夫を適切に反映し、統計の質の向上とコスト削減が期待され   

る官民競争入札等を、統計調査分野において今後とも活用すべきである。   

・これまでの官民競争入札等の事例や包括的民間委託の現状、民間事業者の実情等   

を踏まえると、まずは、調査方法が郵送調査であり、調査対象が事業所である統   

計調査について、積極的な推進が可能とみられる。   

・民間委託の検討に当たっては、業務改革（リエンジニアt」ンク）も併せて検討さ   

れるペきである。特に、新たな調査手法（モニター調査、インターネット調査）   

の導入やコールセンターの設置等において、民間事業者の活用、創琴工夫の発揮   

が期待できる。  
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